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◆企業価値全体に対する担保権創設（令和8年5月） うとしています。
令和6年6月に成立した事業性融資の促進等に関す ２. マンション管理の円滑化等

る法律が令和8年5月に施行されますが、同法の施行 ⑴ 適正な管理を促す仕組み
により、無形資産を含む事業全体を担保する制度が ①新築時から適切な管理や修繕が行われるよ
創設され、企業にとって融資の選択肢が増えること う、分譲事業者が予め管理計画を作成し、管
になります。 理組合に引き継ぐ仕組み。
１.制度の目的 ②管理業者が管理組合の監理者を兼ねて工事等

これまで、企業が事業活動を行うにあたり、そ の受発注者となる場合、自己取引等について
の活動資金を融資により得る方法は、不動産など 区分所有者への事前説明を義務化（利益相反
の有形資産を担保に提供したり、経営者が個人保 の懸念への対処）
証を行う必要がありましたが、より柔軟な資金調 ⑵ 集会の円滑化
達を可能にするため、無形資産を含む事業全体を ①区分所有権の処分を伴わない事項（修繕等）
担保とする制度（企業価値担保権）を創設するこ の決議については、集会出席者の多数決によ
とになりました。この制度を活用する場合、経営 ること。
者保証の利用は制限されることになります。 ②管理不全の専有部分等を裁判所が選任する管

２.基本的な仕組み 理人に管理させる制度。
本制度を利用することのできる企業は株式会社 ３.マンションの再生の円滑化等

及び持分会社であり、ノウハウ、顧客基盤や将来 ⑴ 新たな再生手法
キャッシュフローなどの無形資産を含む総財産を ①建物・敷地の一括売却、一棟リノベーション、
担保として設定することができます。担保権者に 建物の取壊等を多数決決議により可能とする
なることができるのは新設される企業価値担保権 制度。
信託会社ですが、既存の銀行等に免許が交付され ②上記決議に対応した事業手続等を整備（組合
る見込みです。貸手（被担保債権者）は制限がな 設立、権利変換計画、分配金取得計画等）
く、銀行に限られません。 ⑵ 多様なニーズに対応した建替え等の推進

また、対抗要件として商業登記簿へ登記され、 ①隣接地や底地の所有権について、建替え等の
他の担保権との優劣は対抗要件具備の先後により 後のマンションの区分所有権に変換すること
ます。 を可能とする制度。

そして、債務の弁済が滞った場合には、担保権 ②耐震性不足で建替えをを行う場合における特
者が裁判所に担保権実行を申立て、選任された管 定行政庁の許可による高さ制限の特例。
財人がスポンサーへ事業譲渡を行い、弁済が行わ ４.地方公共団体の取組の充実
れることになります。 ⑴ 外壁剥落等の危険な状態にあるマンションに

３.コメント 対する報告徴収、助言指導・勧告、あっせん等
新たに創設される制度ですので、どの程度活用 を措置すること。

されるか未知数といわざるを得ませんが、少なく ⑵ 区分所有者の意向把握、合意形成の支援等の
とも債権回収の可能性を検討するにあたって、登 取組を行う民間団体の登録制度を新設。
記簿を確認して担保権設定がされているかを確認 弁護士友成亮太、弁護士門屋徹
する必要はありそうです。 ✾✾✾法務トピックス✾✾✾

◆マンションの管理・再生の円滑化等のための法改 令和8年4月1日の法改正・制度変更は多岐にわたりま
正 す。

本年4月1日、改正区分所有法等が施行されます。 ・企業の人事・労務管理の観点からは①被扶養者認
同法により、マンションの管理・再生が円滑に進む 定基準の変更（「130万円の壁」のルール変更）、②
ことが期待されています。 在職老齢年金の支給停止調整額の引上げ（51万円か
１.改正の背景 ら65万円へ）が行われます。

我が国において、マンションは重要な居住形態 ・その他にも、③｢改正労働施策総合推進法｣により、
の１つを為していますが、「二つの老い」、すなわ 職場における｢治療と就業の両立支援｣が事業主の努
ち、マンション居住者の高齢化と建物自体の老朽 力義務となります。④「改正女性活躍推進法」によ
化が問題視されています。具体的には、高齢の住 り、新たな認定制度｢えるぼしプラス｣｢プラチナえる
民が集会に出席することができず意思決定が行え ぼしプラス｣が創設され、｢女性の健康支援｣に積極的
ないことや、外壁の剥落等事故のリスクが高まる に取り組む企業が認定されます。⑤｢改正労働安全衛
ことが懸念されますが、改正法は、下記の制度を 生法｣により高年齢労働者（60歳以上）に対する労災
新設すること等により、こうした懸念に対処しよ 防止対策が事業者の努力義務となります。

発行：丸の内中央法律事務所
〒100-0005
東京都千代田区丸の内3-4-1

新国際ビル817区
TEL:03-3201-3404
FAX:03-3201-3434
URL:https://www.mclaw.jp
email: tsutsumi@mclaw.jp

今春施行が予定される事業性融資の促進等に関する法律および改正区分所有法の概要
をご紹介致します。


